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The main purpose of this paper is to examine the self-reliance activities of a small and medium-sized
firm in Hitachi City, Japan. The Hitachi area had developed as the company town of Hitachi, Ltd.
(Kabushiki Kaisha Hitachi Seisakusho). However, economic development of this area came to a deadlock in
the age of global competition since the 1990s. In this situation, small and medium-sized firms in this area
are expected to become independent without relying on the parent firm. In this paper, we focus on the case
of Star Engineering Co., Ltd. and clarify as follows. First, we examine the reason why this company sought
economic independence from its parent company. Second, Star Engineering often made use of Industry-
Academia-Government collaboration in order to overcome the initial constraint conditions in R&D of new
products. Third, this company transferred its production bases of new products overseas in turn to cope
with fierce price battles. The activities of this company indicate how small and medium-sized firms in a
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を開始したのは韓国においてであった。前述の KSE とは別に現地子会社（OKLIN INC.）を設立し、
2000年から業務用製品の生産を委託したのが海外展開の出発点であったといえる33。
平沢　照雄 「企業城下町における自立指向型中小企業の産学官連携と海外事業展開」
Teruo HIRASAWA, Self-Reliance of a Small and Medium-Sized Firm in Hitachi City, Japan
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41 このことは、生産拠点の海外移転による地域中小企業の生き残りが、やがては地域経済の衰退あるいは空
洞化の回避につながる可能性があるとする視点の有効性を示唆しているともいえよう。
42 仙台市周辺の企業10社によって1983年４月に設立された「ME技研グループ」の取り組みは、異業種交流
グループによる新製品開発の先駆的な成功事例の１つである。同グループのキープレイヤーである工藤電
気の工藤社長は、「リーダー企業がリスクを負って、開発活動の８割以上を担うつもりでやらないとうま
くいかない。完全な平等化は不可能」として、共同開発および共同受注におけるリーダーシップの重要性
を指摘している(中山健『中小企業のネットワーク戦略』同友館、2001年、43頁)。この点は、本稿で取り
上げた生ゴミ処理研究会あるいは ICタグ活用研究会におけるスターエンジニアリングのリーダーシップ
についても同様であるといえる。
43 1990年代に入っての日本製造業の(東)アジア化に関しては、渡辺幸男『現代日本の産業集積研究』慶應大
学出版会、2011年、序章を参照されたい。なお渡辺氏も、「(日系)製造業中小企業にとって、この東アジ
アを範囲とした広域的な分業構造の中で、どのような機能を担い、どこに立地するかが、自らの存立と発
展のための中核的な部分になる」との認識を示している(同書、5頁)。
44 もちろん本事例の取り組みが唯一のものであるわけではない。例えば日立地域の事例ではないが、本事例
とは対照的に地域内での開発・生産活動に拘る経営スタンスに立って生き残り策を展開した事例研究とし
て、平沢照雄「〈地域に拘る企業〉の創業理念と経営改革」『経営史学』49巻2号、2014年を参照されたい。
